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続いて，土地価格比準表を作成する．土地価格比準表と  

は価格形成要因の各要因について格差率を判定する表であ  

り，各路線の価格はこの土地価格比準表を元に算出される．  

よって，土地価格比準表は固定資産評価の成否を左右する中  

心的な存在であり，不動産鑑定士の介在を必要としながら全  

体的なバランスを調整した上で決定される．   

最終的に，先に決定した標準宅地の鑑定価格と土地価格  

比準表を元に格差率を求め，路線価を算出する．路線価の算  

出方法を以下に示す．   

主要路線の路線価／m2 ＝ 標準宅地鑑定評価額／m2，  

1．はじめに  

バブル経済の崩壊による地価の急激な下落によって，固  

定資産宅地評価のアンバランスが重要な問題としてクロー  

ズアップされている．このような状況を契機として，公的土  

地評価に対する関心が高まり，「公正かつ適正な課税」とい  

う社会的要請への対応が今日的な課題となっている．現在ま  

でに，仝標準宅地の価格形成要因と鑑定評価額との関係を客  

観的に説き明かすために，いくつかの統計的手法が用いられ  

るようになっている．特に固定資産宅地評価においては，路  

線価を求めるための根拠となる土地価格比準表を算出する  

ために，数量化理論や多変量解析による手法【1，2］が適用  

されている．しかしながら，従来から用いられてきた手法で  

は評価主体（市町村）が試行錯誤的に土地価格比準表を調整  

しなければならず，調整作業自体にかなりの労力が必要とさ  

れることが問題として指摘されている．その上，客観的デー  

タに基づいて得られた結果を，路線価評価に直接反映させる  

ことが事実上困難な場合が多く見受けられる．   

文献【3】では，不動産鑑定価格および価格形成要因が主観  

による曖昧性を含有することに着目し，ファジィ数量化理論  

Ⅰ類を適用した固定資産路線価評価手法を提案している．し  

かしながら，上述の手法を用いたとしても理論的に妥当な評  

価結果を求めることは極めて困難であり，評価主体が試行錯  

誤的に土地価格比準表を調整しなければならないという問題  

は完全に解決されることはなかった．その主な原因として，  

従来法では土地価格比準表の元となる格差率を算出する根  

拠となる土地価格形成要因（アイテム・カテゴリ）間の相対  

関係を考慮していなかったことが挙げられる．例えば，主要  

駅までの距離や大規模店鋪までの距離が近い程土地の価格  

が高くなるというような制約条件を，数量化の段階で評価手  

法に取り入れることにより，直感的に満足のいく評価結果を  

導出することが望ましい．これは，従来から用いられてきた  

数量化理論Ⅰ類における最小二乗問題を2次計画問題に置  

き換えることによって可能となる．本稿では，固定資産宅地  

評価において2次計画法を通関することを提案する．具体  

的には，東広島地域の固定資産宅地評価を行うことにより，  

提案手法の有効性を定量的に検討する．  

2．固定資産宅地評価の概要   

その他路線の路線価／m2 ＝ 主要路線の路線価／m2  

その他路線の格差率＋100  
×  

主要路線の格差率＋100  

3．従来法と問題点  

（3．1）数量化理論Ⅰ類の概要   

従来まで，数量化理論Ⅰ類を用いることにより土地価格  

形成要因を解析し，格差率を求める手続きが行われてきた．  

以下の記号を定義する．  

y：標準宅地壷（＝1，2，…，乃）の推定価格  

肌：標準宅地哀（＝1，2，…，すl）の鑑定価格  

∬J，ん‥j（＝1，2，・‥，m）アイテム（街路条件，交通・近接条  

件等）のた（＝1，2，…，CJ）カテゴリ（区分基準）のス  

コア  

いま，次のような線形関数  

mCJ  

y≡∑∑ふ刺再），（盲＝1，2，…，乃）  
J＝1ん＝1   

を定義する．ここで，  

（1）  

（個体五がプアイテムのたカ  

テゴリーに反応したとき）  

（その他のとき）   

こごご＝ 

〈．二  
（2）  

まず最初に，標準宅地に関する街路条件，交通・近接条  

件，環境条件，行政地区条件などの土地価格形成要因データ  

を収集し，用途地区および状況類似地域の区分をする．採用  

される区分基準は各自治体の特性により異なり，地域内にお  

いて相違する要因を区分基準とする．  

である．外的基準の値師，すなわち標準宅地豆の鑑定価格  

と推定値yの差を最小にするために  

Tl  

でヤ：Q＝∑（研一℃）2  （3）   

i＝1  

ー100－  
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のような問題を考える．これより，最小二乗法を用いて式  

（3）を満たすカテゴリースコア∬J，んを求め，  
表1：格差率の算出結果．  

カテゴリースコア  
格差率＝   ×100（％）・  （4）  

鑑定評価額の平均値  

から土地価格比準表における格差率を計算する．  

（3・2）従来法の問題点   

従来法で求められたスコア∬ムたはた（＝1，2，…，CJ；j＝  

1，2，…，m）に関する単調性を保証していない．例えば，標  

準地における道路幅貞の影響を評価する場合，たの値が大  

きくなれば道路幅が大きくなるよう設定したとしても常に  

∬j，頼1≧∬j，んになるとは限らない．このことは，式（3）の  

最小二乗問題に制約条件を加えることにより解決されるも  

のと考えられる・従来法では，∬ム頼1＜∬J，たのようなアン  

バランスが生じた場合，調整項目と呼ばれる解析に用いられ  

ない新しい項目を適宜追加することにより，評価のバランス  

を保ってきた．もちろん，このような方法は理論的根拠が乏  

しく，評価内容を理論的かつ客観的に説明することが困難で  

ある．  

4．2次計画法問題としての定式化   

制約条件を考慮した場合の問題は以下のように定式化で  

きる．  

れ  

∑（y宣⊥y）2，  
l、＝l  

mim：Q  
訂J，ん  

S・t・  Xj．k＋1≧xj，k‥realnumber・   

この間題は2次計画問題であり，目的関数が凸関数かつ制約  

領域が閉集合であるので，最小値が必ず存在する．具体的に  

解を求めるためには，LE■MKE法【4】に代表される既存の  

パッケージソフトを用いればよい．さらに，上記の問題は，  

変数が2（∑ニ1CJ）＋1個・等式が∑ニ1CJ本の相補条件  

付線形計画問題に帰着される．よって，相補条件を常に満た  

しながらピボット演算を行うシンプレックス法か，相補条件  

付問題に対する内点法を適用することが出来る．これによ  

り，土地価格形成要因数が極端に多い場合でも，格差率を効  

率的に求めることが可能となる．  

5．実証分析   
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図1：調整価格と決定価格の比較．  

ここでは，3節で述べた数量化理論に基づいた従来法と，  

4節で提案した2次計画法による格差率の算出方法との比較  

を行う．具体的に，広島県東広島市の商業地区および住宅併  

用地区における50個の標準地データを用いて，各々の方法  

【土より格差率および路線価を求めた結果を表1と図2に示  

す．これらの結果より，数量化理論に基づいた従来法よりも  

評価結果が良好であることが結論付けられた．   
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